様式１－１（特許）（第６条関係）
　年　月　日　
　公益財団法人名古屋産業振興公社理事長　殿
所　在　地（本社所在地、郵便番号）
氏　　　名（企業名等及び代表者の氏名）　　　印
連絡担当者（職名及び氏名）
電話番号　
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ　
　年度中小企業外国出願支援事業（特許）に係る補助金交付申請書
　別紙の外国出願について、名古屋産業振興公社中小企業外国出願支援事業費補助金の交付を受けたいので、同交付要綱第６条の規定により、補助金交付申請書を提出します。
記
１　補助事業の名称
　　　年度名古屋産業振興公社中小企業外国出願支援事業費補助金
２　補助事業に要する経費の額
　　金　　　　　　円

３　補助申請額
　　金　　　　　　円
４　申請の目的・内容等
　　別紙のとおり

※補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額については、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額して申請してください。
別紙（特許）
１．企業の概要等
　(1)企業名・業種・資本金・従業員数
　(2)本社所在地
　(3)代表者名
　(4)補助希望額
２．外国出願の方法と外国特許庁への出願の基礎となる日本国特許庁への出願の内容
　PCT出願による外国特許庁への出願
　国内出願を基礎とした優先権主張による外国特許庁への出願
　　出願番号　[　　　　　　　　　　　　　　　]
　　出願日　　[　　　　　　　　　　　　　　　]
　　発明の名称[　　　　　　　　　　　　　　　]
３．外国特許庁に出願する特許出願の内容及びその計画
　(1)発明の名称　　　　　　[　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]
　(2)発明の内容　　　　　　[　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]
　(3)出願人　　　　　　　　[　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]
　　　※共同出願の場合は、持分及び資金負担割合を明記してください。
　(4)発明者（役職・氏名）　[　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]
　(5)出願（予定）国　　　　[　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]
　(6)出願スケジュール　　　[　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]
４．外国への特許出願の動機・目的
５．特許出願する技術及び技術を活かした事業の概要
６．出願（予定）国を選んだ理由
７．出願の新規性・進歩性（先行（類似）技術調査の状況を含む。）
８．出願（予定）国における事業展開方針
９．過去の特許出願・取得状況（国内及び海外）
10．希望する知的財産専門家等（希望がある場合は記入してください。）
11．外国出願に関する他の公的機関の補助制度の利用予定の有無（有の場合にはその内容）
12．添付書類（各７部）
	
	添　　付　　書　　類

	法
人
	１．登記簿謄本の写し
２．直近３期分の決算書等の写し（決算から半年以上経過している場合は、これらに加え
直近の残高試算表）
３．会社の事業概要（パンフレットでも可）
４．国内出願書類の写し（公開公報でも可）
５．外国出願依頼書又は外国出願書類（すでに外国出願している場合）の写し
６．外国特許出願に要する経費が確認できる見積書・契約書類等の写し
７．当該外国特許出願に要する経費に関する資金計画（自己資金・借入金・補助金等）及び先行（類似）技術調査の結果
８．その他公社理事長が必要とする資料

	個
人
事
業
者
	１．住民票の写し
２．直近３期分の確定申告書の控えの写し
３．事業者の概要（パンフレットでも可）
４．国内出願書類の写し（公開公報でも可）
５．外国出願依頼書又は外国出願書類（すでに外国出願している場合）の写し
６．外国特許出願に要する経費が確認できる見積書・契約書類等の写し
７．当該外国特許出願に要する経費に関する資金計画（自己資金・借入金・補助金等）及び先行（類似）技術調査の結果
８．その他公社理事長が必要とする資料

	事
業
協
同
組
合
等
	１．定款
２．組合員名簿
３．国内出願書類の写し（公開公報でも可）
４．外国出願依頼書又は外国出願書類（すでに外国出願している場合）の写し
５．外国特許出願に要する経費が確認できる見積書・契約書類等の写し
６．当該外国特許出願に要する経費に関する資金計画（自己資金・借入金・補助金等）及び先行（類似）技術調査の結果
７．その他公社理事長が必要とする資料


別紙様式（特許）
外国特許出願に要する経費に関する資金計画（自己資金・借入金・補助金等）
及び先行（類似）技術調査の結果
１　支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	補助事業に
要する経費
①
	左のうち
国内消費税
②
	補助対象経費
③(①－②)
	うち補助額
④(③/２)
（千円未満切捨て）

	国外
経費
	外国特許庁への出願手数料
	
	
	
	

	
	現地代理人費用
	
	
	
	

	
	翻訳料
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	

	国内
経費
	国内代理人費用
	
	
	
	

	
	翻訳料
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


２　収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	金額
	資金の調達先等

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	補助金
	
	

	その他
	
	

	計
	
	


３　先行（類似）技術調査の結果
　(注１)　外国特許庁への基礎となる出願（日本国特許庁への出願書類）及び既に外国特許庁に出願している場合にはその出願書類に記載されている内容の記載で結構です。
　(注２)　PCT出願における国際調査が実施されている場合には、その報告書の写しを添付してください。
４　補助金が受けられなかった場合の対応策
様式１－１(特許)（第６条関係）
平成２４年　○月　　○日　
　公益財団法人名古屋産業振興公社理事長　殿
所　在　地　名古屋市中区○○○○　460-0001
氏　　　名　株式会社△△代表取締役■■■■　
連絡担当者　総務部　総務課　○○○○
電話番号　　052-961-××××(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ　　○○○@△△.com
　平成２４年度中小企業外国出願支援事業(特許)に係る補助金交付申請書
　別紙の外国出願について、名古屋産業振興公社中小企業外国出願支援事業費補助金の交付を受けたいので、同交付要綱第６条の規定により、補助金交付申請書を提出します。
記
１　補助事業の名称
　　　平成２４年度名古屋産業振興公社中小企業外国出願支援事業費補助金
２　補助事業に要する経費の額
　　金３，０００，０００円
３　補助申請額
　　金１，４５２，０００円
４　申請の目的・内容等
　　別紙のとおり
※補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額については、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額して申請してください。
別紙
１．企業の概要等
　(1)企業名・業種・資本金・従業員数

　　　企 業 名　株式会社△△

　業　　種　輸送用機械器具製造業（自動車部品製造）

　資 本 金　1,500万円

　従業員数　５０名（平成２４年６月末現在）
　(2)本社所在地　名古屋市中区○○○○
　(3)代表者名　　代表取締役■■■■
　(4)補助希望額　１，４５２，０００円
２．外国出願の方法と外国特許庁への出願の基礎となる日本国特許庁への出願の内容
　PCT出願による外国特許庁への出願
　国内出願を基礎とした優先権主張による外国特許庁への出願
　　出願番号　[PCT/JP2011/○○○○　 　　　　]
　　出願日　　[2011年○月○日  　　　　　　]
　　発明の名称[☆☆に関する★★　　　　　　　]
３．外国特許庁に出願する特許出願計画の内容及びその計画
　(1)発明の名称　　　　　　[☆☆に関する★★　　　　　　　　　　　　　　　]
　(2)発明の内容　　　　　　[※出願内容のポイントを簡潔に記載　　　　　　　]
　(3)出願人　　　　　　　　[■■■■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]
　　　※共同出願の場合は、持分及び資金負担割合を明記してください。
　(4)発明者（役職・氏名）　[■■■■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]
　(5)出願（予定）国　　　　[アメリカ合衆国　　　　　　　　　　　　　　　　]
　(6)出願スケジュール　　　[2012年11月出願予定　　　　 　　　　　　　　　]
４．外国への特許出願の動機・目的
　　外国出願するに至った経緯を記載してください。
５．特許出願する技術及び技術を活かした事業の概要
　　当該特許を活用することにより生み出される効果について記載してください。（製造コストの削減、高効率化など）
６．出願（予定）国を選んだ理由
　　当該出願国への出願必要性を記載してください。

７．出願の新規性・進歩性（先行（類似）技術調査の状況含む。）
　　既存発明との差異などを先行技術調査の結果を踏まえて記載してください。
８．出願（予定）国における事業展開方針
　　出願国における当該特許を活用した将来の事業構想等を記載してください。
９．過去の特許出願・取得状況（国内及び海外）
　　今回申請案件以外の国内・海外特許取得件数を記載してください。
　　国内　出願○件、取得△件、国外　出願○件、取得△件
10．希望する知的財産専門家等（希望がある場合は記入して下さい。）
11．外国出願に関する他の公的機関の補助制度の利用予定の有無（有の場合にはその内容）
12．添付書類（各7部）
	
	添　　付　、　書　　類

	法
人
	１．登記簿謄本の写し
２．直近３期分の決算書等の写し（決算から半年以上経過している場合は、これらに加え

直近の残高証明書）
３．会社の事業概要（パンフレットでも可）
４．国内出願書類の写し（公開公報でも可）
５．外国出願依頼書又は外国出願書類（すでに外国出願している場合）の写し
６．外国特許出願に要する経費が確認できる見積書・契約書類（契約又は支払済みの場合）の写し
７．当該外国特許出願に要する経費に関する資金計画（自己資金・借入金・補助金等）及び先行（類似）技術調査の結果･･･別紙様式
８．その他公社理事長が必要とする資料

	個
人
事
業
者
	１．住民票の写し
２．直近３期分の確定申告書の控えの写し
３．事業者の概要（パンフレットでも可）
４．国内出願書類の写し（公開公報でも可）
５．外国出願依頼書又は外国出願書類（すでに外国出願している場合）の写し
６．外国特許出願に要する経費が確認できる見積書・契約書類（契約又は支払済みの場合）の写し
７．当該外国特許出願に要する経費に関する資金計画（自己資金・借入金・補助金等）及び先行（類似）技術調査の結果･･･別紙様式
８．その他公社理事長が必要とする資料

	事
業
協
同
組
合
等
	１．定款
２．組合員名簿
３．国内出願書類の写し（公開公報でも可）
４．外国出願依頼書又は外国出願書類（すでに外国出願している場合）の写し
５．外国特許出願に要する経費が確認できる見積書・契約書類（契約又は支払済みの場合）の写し
６．当該外国特許出願に要する経費に関する資金計画（自己資金・借入金・補助金等）及び先行（類似）技術調査の結果･･･別紙様式
７．その他公社理事長が必要とする資料


別紙様式（特許）
外国特許出願に要する経費に関する資金計画（自己資金・借入金・補助金等）
及び先行（類似）技術調査の結果
１　支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	補助事業に
要する経費
①
	左のうち
国内消費税
②
	補助対象経費
③(①－②)
	うち補助額
④(③/２)
（千円未満切捨て）

	国外
経費
	外国特許庁への出願手数料
	100,000
	
	100,000
	50,000

	
	現地代理人費用
	500,000
	
	500,000
	250,000

	
	翻訳料
	400,000
	
	400,000
	200,000

	
	小計
	1,000,000
	
	1,000,000
	500,000

	国内
経費
	国内代理人費用
	1,000,000
	47,619
	952,381
	476,000

	
	翻訳料
	1,000,000
	47,619
	952,381
	476,000

	
	小計
	2,000,000
	95,238
	1,904,762
	952,000

	計
	
	3,000,000
	95,238
	2,904,762
	1,452,000


２　収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	金額
	資金の調達先等

	自己資金
	1,548,000
	

	借入金
	0
	

	補助金
	1,452,000
	(公財)名古屋産業振興公社

	その他
	0
	

	計
	3,000,000
	


３　先行（類似）技術調査の結果
　(注１)　外国特許庁への基礎となる出願（日本国特許庁への出願書類）及び既に外国特許庁に出願している場合にはその出願書類に記載されている内容の記載で結構です。
　(注２)　PCT出願における国際調査が実施されている場合には、その報告書の写しを添付してください。

４　補助金が受けられなかった場合の対応策
記載例





代表者印











会社　印





○添付する見積書又は、契約書はこの区分が確認できるようにしてください。


○2カ国以上出願する場合は、国ごとの内訳もわかるように記載してください。





○「国内経費」の「補助対象経費」からは、消費税額を除いてください
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